
（別紙１）
対象利用者一覧
　　　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　
	受給者証
番号
	利用者氏名
	契約
年月日
	障害支援区分
	今年度利用
予定日数
（日／月）
	【参考】
前年度平均
利用日数
（日／月）
	重度障害者支援加算（個人加算）算定者
（＊○印を記入）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	　
	　
	


※　行動関連項目のスコアの合計が14点以上の者を記入してください。
※　重度障害者支援加算（個人加算）算定者は補助金対象外となるため、上記合計欄には、個人加算算定者の利用予定日数を除いた日数を記入してください。
　添付書類
· 補助金対象者の受給者証の写し
· 補助金対象者の個別支援計画書の写し
（別紙２）
補助要件確認書
　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　職員配置の状況等
	１
	生活介護事業所の定員
	Ａ
	人

	２
	前年度の平均値（利用者数）
※指定基準省令第78条第2項に規定
	Ｂ
	人

	３
	前年度の平均障害支援区分
※指定基準省令第78条第1項第2号に規定
	
	

	
	
	Ｃ
	・前年度の平均障害支援区分
ア ４未満　　　　　　：６
イ ４以上５未満　　　：５
ウ ５以上　　　　　　：３
・人員配置体制加算Ⅲ　　：2.5

	４
	指定基準上必要な直接処遇職員配置数
Ｂ÷Ｃ（小数点第2位以下切上げ）
	Ｄ
	人

	５
	補助基準上必要な対象利用者数　　　
Ａ×20％（小数点以下切上げ）
	Ｅ
	人

	６
	実際の対象利用者数（Ｆ≧Ｅ）
	Ｆ
	人

	
	うち重度障害者支援加算（個人加算）算定者数
	Ｇ
	人

	７
	補助金対象者数
Ｆ－Ｇ
	Ｈ
	人

	８
	補助基準上必要な直接処遇職員配置数
Ｄ＋（Ｈ×0.2）
	Ｉ
	人

	９
	実際の直接処遇職員配置数（Ｊ≧Ｉ）
	Ｊ
	人


２　その他（該当するものの□にレを記入）
　　□　人員配置体制加算（Ⅰ）もしくは（Ⅱ）を算定していない。
　　□　補助金対象者の個別支援計画に行動障害軽減の目標を掲げている。
　　□　行動障害軽減に向けた支援についての個別ケース会議を月1回以上行い、記録を作成する。
□　名古屋市強度行動障害者支援事業における「強度行動障害者専門支援員派遣事業」を利用し、強度行動障害者に対する支援技術の向上に努める。
３　添付書類
・直接処遇職員配置予定表（別紙３）
　　・重度障害者支援加算に関する届出書の写し（重度障害者支援加算算定事業所のみ）
（別紙３）
直接処遇職員配置予定表
　　　　　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　
	氏　名
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	職　種
	
	
	
	
	
	

	常勤・非常勤の別
	
	
	
	
	
	

	常勤換算値
	4月
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◎配置予定表の記入方法等
１　職種は、下記のうちから該当する数字を記入してください。
　　①　看護職員
　　②　理学療法士
③　作業療法士
④　生活支援員
２　常勤換算値（4月から3月）の欄については、各月初日在職予定者の「常勤換算値」を記入してください。
　　常勤換算値＝その非常勤職員の勤務時間／常勤職員の勤務時間（小数点第2位以下切り捨て）
　　（例）常勤が週40時間勤務の施設の場合、週28時間勤務する非常勤職員の常勤
換算値は、28/40=0.7
（第３号別紙１）
対象利用者一覧
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　
	受給者証
番号
	利用者
氏名
	契約
年月日
	障害支援区分
	今年度利用
予定日数
（日／月）
	【参考】
前年度平均
利用日数
（日／月）
	重度障害者支援加算（個人加算）算定者
（＊○印を記入）
	変更
内容

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	　
	　
	
	


※　行動関連項目のスコアの合計が14点以上の者を記入してください。
※　重度障害者支援加算（個人加算）算定者は補助金対象外となるため、上記合計欄には、個人加算算定者の利用予定日数を除いた日数を記入してください。
※　今回追加された対象利用者については、「変更内容」に「追加」と記入すること。
　添付書類
· 変更のあった補助金対象者の受給者証の写し
· 変更のあった補助金対象者の個別支援計画書の写し
（第３号別紙２）
補助要件確認表
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　職員配置の状況等
	区分
	変更前
	変更後

	１
	生活介護事業所の定員
	人
	Ａ
	人

	２
	前年度の平均値（利用者数）
※指定基準省令第78条第2項に規定
	人
	Ｂ
	人

	３
	前年度の平均障害支援区分
※指定基準省令第78条第1項第2号に規定
	
	
	

	
	
	・前年度の平均障害支援区分
ア ４未満：６
イ ４～５：５
ウ ５以上：３
・人員配置体制加算Ⅲ：２.５
	Ｃ
	・前年度の平均障害支援区分
ア ４未満：６
イ ４～５：５
ウ ５以上：３
・人員配置体制加算Ⅲ：２.５

	４
	指定基準上必要な直接処遇職員配置数
Ｂ÷Ｃ（小数点第2位以下切上げ）
	人
	Ｄ
	人

	５
	補助基準上必要な対象利用者数　　　Ａ×20％（小数点以下切上げ）
	人
	Ｅ
	人

	６
	実際の対象利用者数（Ｆ≧Ｅ）
	人
	Ｆ
	人

	
	うち重度障害者支援加算（個人加算）算定者数
	人
	Ｇ
	人

	７
	補助金対象者数
Ｆ－Ｇ
	人
	Ｈ
	人

	８
	補助基準上必要な直接処遇職員配置数
Ｄ＋（Ｈ×0.2）
	人
	Ｉ
	人

	９
	実際の直接処遇職員配置数（Ｊ≧Ｉ）
	人
	Ｊ
	人


２　その他（該当するものの□にレを記入）
　　□　人員配置体制加算（Ⅰ）もしくは（Ⅱ）を算定していない。
　　□　補助金対象者の個別支援計画に行動障害軽減の目標を掲げている。
　　□　行動障害軽減に向けた支援についての個別ケース会議を月1回以上行い、記録を作成する。
□　名古屋市強度行動障害者支援事業における「強度行動障害者専門支援員派遣事業」を利用し、強度行動障害者に対する支援技術の向上に努める。
３　添付書類
直接処遇職員配置予定表（別紙３）
　　　　　　　　　　　
（別紙３）
直接処遇職員配置予定表
　　　　　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　
	氏　名
	
	
	
	
	
	計

	職　種
	
	
	
	
	
	

	常勤・非常勤の別
	
	
	
	
	
	

	常勤換算値
	4月
	
	
	
	
	
	

	
	5月
	
	
	
	
	
	

	
	6月
	
	
	
	
	
	

	
	7月
	
	
	
	
	
	

	
	8月
	
	
	
	
	
	

	
	9月
	
	
	
	
	
	

	
	10月
	
	
	
	
	
	

	
	11月
	
	
	
	
	
	

	
	12月
	
	
	
	
	
	

	
	1月
	
	
	
	
	
	

	
	2月
	
	
	
	
	
	

	
	3月
	
	
	
	
	
	


◎配置予定表の記入方法等
１　職種は、下記のうちから該当する数字を記入してください。
　　①　看護職員
　　②　理学療法士
③　作業療法士
④　生活支援員
２　常勤換算値（4月から3月）の欄については、各月初日在職予定者の「常勤換算値」を記入してください。
　　常勤換算値＝その非常勤職員の勤務時間／常勤職員の勤務時間（小数点第2位以下切り捨て）
　　（例）常勤が週40時間勤務の施設の場合、週28時間勤務する非常勤職員の常勤
換算値は、28/40=0.7
該当するものに ○





該当するものに ○








